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Ⅰ 令和３年第１回県議会定例会提出議案等一覧 

                                                                            

（予   算） 

 １ 令和２年度茨城県一般会計補正予算（第 12 号） 

２ 令和２年度茨城県競輪事業特別会計補正予算（第１号） 

３ 令和２年度茨城県公債管理特別会計補正予算（第１号） 

４ 令和２年度茨城県市町村振興資金特別会計補正予算（第１号） 

５ 令和２年度茨城県鹿島臨海工業地帯造成事業特別会計補正予算（第２号） 

６ 令和２年度茨城県立医療大学付属病院特別会計補正予算（第１号） 

７ 令和２年度茨城県国民健康保険特別会計補正予算（第２号） 

８ 令和２年度茨城県母子・父子・寡婦福祉資金特別会計補正予算（第１号） 

９ 令和２年度茨城県中小企業事業資金特別会計補正予算（第１号） 

10 令和２年度茨城県農業改良資金特別会計補正予算（第１号） 

11 令和２年度茨城県林業・木材産業改善資金特別会計補正予算（第１号） 

12 令和２年度茨城県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算（第１号） 

13 令和２年度茨城県港湾事業特別会計補正予算（第２号） 

14 令和２年度茨城県都市計画事業土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号） 

15 令和２年度茨城県病院事業会計補正予算（第３号） 

16 令和２年度茨城県水道事業会計補正予算（第１号） 

17 令和２年度茨城県工業用水道事業会計補正予算（第１号） 

18 令和２年度茨城県地域振興事業会計補正予算（第１号） 

19 令和２年度茨城県鹿島臨海都市計画下水道事業会計補正予算（第２号） 

20 令和２年度茨城県流域下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（条例その他） 

 １ 茨城県資金積立基金条例の一部を改正する条例 

２ 茨城県新型コロナウイルス感染症対応地方創生基金条例 

３ 茨城県ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金条例 

４ 茨城県健やかこども基金条例の一部を改正する条例 

 ５ 県有財産の売却処分について（茨城中央工業団地（笠間地区）事業用地） 

 ６ 県有財産の売却処分について（阿見吉原地区業務施設用地） 

 ７ 県有財産の売却処分について（上河原崎・中西地区戸建住宅用地） 

 ８ 県が行う建設事業に対する市の負担額について 

 ９ 国及び県が行う土地改良事業に対する市町村の負担額について 

10 県が行う建設事業等に対する市町村の負担額について 

11 霞ケ浦常南、霞ケ浦湖北、霞ケ浦水郷、那珂久慈、利根左岸さしま、鬼怒小貝及び小貝川東

部流域下水道の維持管理に要する費用に係る関係市町村の負担額について 

 12 権利の放棄について（県立医療大学付属病院の使用料） 

 13 権利の放棄について（母子・父子・寡婦福祉資金貸付金） 

 14 権利の放棄について（中小企業設備近代化資金貸付金等） 

 15 権利の放棄について（農業改良資金貸付金違約金） 
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 16 権利の放棄について（林業・木材産業改善資金貸付金等） 

 17 権利の放棄について（県営住宅の使用料等） 

 18 権利の放棄について（県立中央病院の診療料等） 

 

（報   告） 

 １ 地方自治法第 179 条第１項の規定に基づく専決処分について 
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Ⅱ 令和２年度２月（最終）補正予算案の概要 

 

１ 今回補正額                            （単位：百万円） 

区  分 現  計 補 正 額 補 正 後 計 

一 般 会 計 １，４２０，００５ ▲９，５１６ １，４１０，４８９ 

特 別 会 計 ５６５，５６３ １１，２０１ ５７６，７６４ 

企 業 会 計 １１１，０５６ ▲１，４３３ １０９，６２３ 

計 ２，０９６,６２４ ２５２ ２，０９６，８７６ 

 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                                （百万円） 

・ 県税（法人事業税の減等）                                ▲ ８，９２３ 

・ 地方消費税清算金（清算金収入の減）              ▲   ９７０ 

・ 地方譲与税（特別法人事業譲与税の減等）            ▲ ６，２３４ 

・ 国庫支出金（国補正関連への対応に伴う増等）           ２１，７２６ 

・ 繰入金（事業費の確定に伴う減等）               ▲２２，３６３ 

・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金の減等）            ▲３４，７９１ 

・ 県債（国補正関連への対応に伴う増等）              ３９，０３０ 

   うち減収補塡債等（県税収入の減への対応に伴う増）       １９，４００ 

 

（歳 出）                                                             （百万円） 

 ① 国補正関連分 

○ 公共事業の追加 

   ・ 国補公共事業            【全会計 ２９，０６７】 ２８，４５２ 

      （緊急輸送道路の整備や橋梁の老朽化対策、防波堤の整備、土地改良事業等） 

 

○ 防災・減災、国土強靭化の推進など安全・安心の確保 

   新 原子力災害対策事業                         ３９８ 

    （ＵＰＺ10km圏内の病院等が実施する放射線防護対策への支援） 

 

   ・ 老人福祉施設整備事業                        ２９９ 

    （特別養護老人ホーム等における非常用自家発電設備の整備や水害対策強化に対する補助） 

 

   ・ 農業用ハウス強靭化緊急対策事業                   ２６０ 

    （農業用ハウスの補強や防風ネットの設置等に対する補助） 

 

○ ポストコロナに向けた経済構造の転換・好循環の実現 

   ・ 生活福祉資金貸付原資等助成事業                １０，９１７ 

    （生活福祉資金の貸付原資及び債権管理に係る事務費に対する補助） 
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   新 福祉マンパワー確保推進事業                     ３１０ 

    （介護福祉士養成のための修学資金貸付原資に対する補助） 

 

     新 畜産競争力強化対策事業                     １，１８９ 

    （生産基盤の強化や収益性の向上を目的に行う畜舎等の施設整備に対する補助） 

 

     新 担い手確保・経営強化支援事業                    ２３８ 

    （農地中間管理機構を活用している地域における農業用機械・施設導入に対する補助） 

 

     新 スマート専門高校設備整備事業                    ８４５ 

    （専門高校におけるデジタル化対応装置等の整備） 

 

   ・ 高等学校等における奨学給付金関連事業                 ２４９ 

    （低所得世帯を対象とする奨学給付金の増額） 

 

   ・ 県立学校先端技術活用教育推進事業                   ４５２ 

    （県立学校における低所得世帯の生徒へ貸与する端末等の購入） 

 

 

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止策 

   新 県立学校教育活動継続支援事業                     ２８０ 

    （県立学校における感染症対策等の実施） 

 
 

 ② 国補正関連分以外の事業 

○ 新型コロナウイルス感染症対策関連 

   新 営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金             ２，１７４ 

    （県の営業時間短縮要請等により影響を受けた事業者に対する一時金の支給） 

 

   ・ 新型コロナウイルス感染症対策医療従事者応援金            ９２５ 

    （感染拡大による入院患者見込みの増に伴う増） 

 

   ・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生基金積立金         １，１９４ 

    （後年度の利子補給及び信用保証料助成分の基金積立） 

 

○ その他 

     ・ 国補公共事業（当初分）        【全会計 １０，９８９】 １１，７８９ 

   （国内示額確定等に伴う増） 

 

   ・ 中小企業融資資金貸付金（企業向け融資の実績による減）    ▲２４，９３２ 

 

  ・ 人件費（給与改定等による減）                  ▲ ４，５２７ 

 

  ・ 公債費（利子の支払い等の実績による減）           ▲ ２，４３４ 
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  ・ 新型コロナウイルス感染症対策資金貸付金（実績による減）   ▲ ３，１２２ 

 

  ・ 新型コロナウイルス感染症対策利子補給事業（実績による減）  ▲ ２，００５ 

 

   ・ 感染症予防医療法施行事業（設備整備補助金等の実績による減） ▲ ２，６４６ 

 

  ・ 企業誘致活動強化事業（企業向け補助金の実績による減）      ▲ ４，４２６ 

 

  ・ 工場立地促進融資資金貸付金（企業向け融資の実績による減）   ▲ ２，９６５ 

 

  ・ いばらきの産地パワーアップ事業（補助金の実績による減）     ▲ １，２５８ 

 

  ・ 農業園芸共同利用施設整備事業（補助金の実績による減）      ▲ １，０６３ 

 

 

３ 繰越明許費                                                 （単位：百万円） 

区  分 Ｒ１→Ｒ２ Ｒ２→Ｒ３ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 １４１，７６６ １４０，０８７ ▲１，６７９ ▲ １．２％ 

特別会計 ７，１０４ ４，０３９ ▲３，０６５ ▲４３．１％ 

 

 

 

＜参考＞ 新型コロナウイルス感染症対策関連予算の規模         （単位：百万円） 

区 分 
R1-3月 

A 

R2現計 

B 

今回補正予算 

C 

合計 

A+B+C 

（参考） 

R3当初 

一般会計 ８２６ ２５２，４２０ ▲１，９６０ ２５１，２８６ １６２，０８２ 

特別会計 － ２ － ２ － 

企業会計 － ６７ １７９ ２４６ ２１５ 

合 計 ８２６ ２５２，４８９ ▲１，７８１ ２５１，５３４ １６２，２９７ 
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４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ３８６，７０１  ▲８，９２３  ３７７，７７８  

地 方 消 費 税 清 算 金 １２４，４６５  ▲９７１  １２３，４９４  

地 方 譲 与 税 ５１，５６６  ▲６，２３４  ４５，３３２  

地 方 特 例 交 付 金 １，９３８  ３２５  ２，２６３  

地 方 交 付 税 １８９，８０２  ６２８  １９０，４３０  

交通安全対策特別交付金 ７５４  １６  ７７０  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，７３９  ４９６  ９，２３５  

使 用 料 及 び 手 数 料 １７，８１３  ▲８１３  １７，０００  

国 庫 支 出 金 ２８９，０８８  ２１，７２６  ３１０，８１４  

財 産 収 入 １，６９０  １１２  １，８０２  

寄 附 金 ６７  ４７３  ５４０  

繰 入 金 ３９，５２１  ▲２２，３６３  １７，１５８  

繰 越 金 ５，０００  １，７７３  ６，７７３  

諸 収 入 １８０，７２５  ▲３４，７９１  １４５，９３４  

県 債 １２２，１３６  ３９，０３０  １６１，１６６  

計 １，４２０，００５  ▲９，５１６  １，４１０，４８９  
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５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出） 

 

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 １，６４２  ▲６０  １，５８２  

総 務 費 ３７，１３６  ８，０６５  ４５，２０１  

企 画 開 発 費 １６，５６８  ▲８６  １６，４８２  

生 活 環 境 費 １０，６５５  ▲１，０３５  ９，６２０  

保 健 福 祉 費 ３２２，４７４  ▲１，１３５  ３２１，３３９  

労 働 費 ２，７５３  ▲３８６  ２，３６７  

農 林 水 産 業 費 ５０，４０２  ▲４，５０３  ４５，８９９  

商 工 費 ２１３，８１６  ▲３７，７４５  １７６，０７１  

土 木 費 １２０，４０１  ３６，３６３  １５６，７６４  

警 察 費 ６４，１５８  ▲１，０８８  ６３，０７０  

教 育 費 ２８２，７３５  ▲６，８８８  ２７５，８４７  

災 害 復 旧 費 ８１３  ▲５６９  ２４４  

公 債 費 １４７，２３８  ▲２，４７２  １４４，７６６  

諸 支 出 金 １４６，２１４  ２，０２３  １４８，２３７  

予 備 費 ３，０００  －  ３，０００  

計 １，４２０，００５  ▲９，５１６  １，４１０，４８９  
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 ６ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 １２，７１６  １，４２１  １４，１３７  

公 債 管 理 １８１，３２１  ４，０７７  １８５，３９８  

市 町 村 振 興 資 金 ９８１  ７１０  １，６９１  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ４，２１２  ▲２５８  ３，９５４  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，０９７  ▲１２２  ２，９７５  

国 民 健 康 保 険 ２４４，５４８  １６，１７４  ２６０，７２２  

母子・父子・寡婦福祉資金 １７０  ４４  ２１４  

中 小 企 業 事 業 資 金 ３２，６３０  ▲１，８６４  ３０，７６６  

農 業 改 良 資 金 ６４  ３４４  ４０８  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ９２  ５６  １４８  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２  ２４９  ３２１  

港 湾 事 業 １１，６１９  ▲５６５  １１，０５４  

都市計画事業土地区画整理事業 ７４，０４１  ▲９，０６５  ６４，９７６  

計 ５６５，５６３  １１，２０１  ５７６，７６４  

 

 
 

７ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ２９，５１９  １  ２９，５２０  

水 道 事 業 ３１，１７０  ▲９９９  ３０，１７１  

工 業 用 水 道 事 業 ２１，１２１  ▲１，２５５  １９，８６６  

地 域 振 興 事 業 ３０５  ▲８９  ２１６  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，０３８  ２６２  ５，３００  

流 域 下 水 道 事 業 ２３，９０３  ６４７  ２４，５５０  

計 １１１，０５６  ▲１，４３３  １０９，６２３  
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Ⅲ 債務負担行為一覧 
 

［一般会計］ 

（変更） 

事  項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

新 分 野 進 出 等 支 援 

融 資 損 失 補 償 

 

変

更

前 

 新分野進出等支援融資制度及び小規模企業支援

融資制度に基づき、茨城県信用保証協会が保証し

た債務によって損失が生じたときは、県がその損

失を補償する旨の契約を当該協会と締結する。 

自 令和２年度 

至 令和17年度 
96,000千円 

変

更

後 

同 上 同  上 4,000千円 

パ ワ ー ア ッ プ 

融 資 損 失 補 償 変

更

前 

 パワーアップ融資（旧パワーアップ融資）制度

及び小規模企業支援融資制度に基づき、茨城県信

用保証協会が保証した債務によって損失が生じ

たときは、県がその損失を補償する旨の契約を当

該協会と締結する。 

自 令和２年度 

至 令和17年度 
372,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 302,000千円 

パ ワ ー ア ッ プ 

融 資 損 失 補 償 変

更

前 

 パワーアップ融資（旧セーフティネット融資）制

度及び小規模企業支援融資制度に基づき、茨城県信

用保証協会が保証した債務によって損失が生じた

ときは、県がその損失を補償する旨の契約を当該協

会と締結する。 

自 令和２年度 

至 令和14年度 
301,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 1,043,000千円 

新型コロナウイルス 

感染症対策利子補給 

 

変

更

前 
 茨城県新型コロナウイルス感染症対策利子補

給金交付要項に基づき、金融機関が中小企業者に

対し、令和２年度において資金を貸し付けたとき

は、県は当該中小企業者に対し利子補給する。 

自 令和３年度 

至 令和６年度 
2,154,804千円 

変

更

後 

 同 上 
自 令和３年度 

至 令和５年度 
2,309,080千円 

新型コロナウイルス 

感 染 症 対 策 

融 資 損 失 補 償 

 

変

更

前 

新型コロナウイルス感染症対策融資制度及び小

規模企業支援融資制度に基づき、茨城県信用保証協

会が保証した債務によって損失が生じたときは、県

がその損失を補償する旨の契約を当該協会と締結

する。 

自 令和２年度 

至 令和17年度 
6,272,000千円 

変

更

後 

同 上 同 上 5,152,000千円 

新型コロナウイルス 

感 染 症 対 応 資 金 

利 子 補 給 

 

変

更

前 

茨城県新型コロナウイルス感染症対応資金利子

補給金交付要項に基づき、金融機関が中小企業者に

対し、令和２年度において資金を貸し付けたとき 

は、県は当該中小企業者に対し利子補給する。 

自 令和３年度 

至 令和６年度 
21,760,000千円 

変

更

後 

同 上 
自 令和３年度 

至 令和５年度 
13,066,667千円 
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事  項 事  業  内  容 期   間 限 度 額 

野 菜 価 格 安 定 対 策 

事 業 費 補 助 
変

更

前 

公益社団法人茨城県農林振興公社が、農畜産業

振興機構に対して支払う指定野菜価格安定対策資

金に不足が生じた場合、県が公社に対し、令和2

年度における県の必要造成計画額と国が定める最

低現金保有額との差額を限度とし、その不足額を

補助する。 

自 令和２年度 

至 令和３年度 
139,112千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 222,376千円 

公 益 社 団 法 人 

茨城県農林振興公社 

事 業 資 金 借 入 金 

損 失 補 償 

 

変

更

前 

 公益社団法人全国農地保有合理化協会及び金融

機関が公益社団法人茨城県農林振興公社に対し、事

業資金を融資し、当該資金に損失を生じたときは、

県が補償する旨の契約を当該協会及び当該金融機

関と締結する。  

昭和46年度以降 400,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 500,000千円 

国 営 霞 ケ 浦 用 水 

（ 二 期 ） 土 地 改 良 

事 業 負 担 金 

変

更

前 

 土地改良法に基づき、国営霞ケ浦用水（二期）土

地改良事業に係る費用の一部を負担する。 自 令和２年度 

至 令和３年度 
145,817 千円 

変

更

後 

 同 上 令和３年度 46,929 千円 

国 営 那 珂 川 沿 岸 

土地改良事業負担金 

変

更

前 

 土地改良法に基づき、国営那珂川沿岸土地改良事

業に係る費用の一部を負担する。 自 令和２年度 

至 令和13年度 
2,546,812 千円 

変

更

後 

 同 上 
自 令和３年度 

至 令和14年度 
2,661,648 千円 

茨 城 県 道 路 公 社 

事 業 資 金 借 入 金 

債 務 保 証 

変

更

前 

 国及び金融機関の茨城県道路公社に対する事業

運営資金及び建設事業資金の融資について、県がそ

の債務を保証する旨の契約を当該機関と締結する。 

昭和46年度以降 720,000千円 

変

更

後 

 同 上 同 上 530,000千円 
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Ⅳ 条例その他の議案の概要 

議   案 内    容 

（財政課、政策調整課、福祉指導課） 
 茨城県資金積立基金条例の一部

を改正する条例 
 
 茨城県災害ボランティア活動支

援基金を設置する等、所要の改正を

しようとするものである。 
 

改正の内容 
 
１ 茨城県災害ボランティア活動支援基金の設置 

災害ボランティア活動を支援するための事業に要する経費

に充てるため茨城県災害ボランティア活動支援基金を設置 
 
２ 茨城県東日本大震災復興基金の廃止 

基金を全額活用したことに伴う茨城県東日本大震災復興基

金の廃止 
 

                （施行日 令和３年３月31日外） 

（計画推進課） 
 茨城県新型コロナウイルス感染
症対応地方創生基金条例 
 
 新型コロナウイルスの感染拡大
の防止及び感染拡大の影響を受け
ている地域経済や住民生活の支援
を通じた地方創生を図るため、茨城
県新型コロナウイルス感染症対応
地方創生基金を設置しようとする
ものである。 
 

条例の内容 
 
１ 設置目的 

新型コロナウイルスの感染拡大の防止及び感染拡大の影 
響を受けている地域経済や住民生活の支援を通じた地方創生
の推進 

 
２ 積立額 

国から交付を受けた新型コロナウイルス感染症対応地方創
生臨時交付金のうち知事が必要と認めた額 

 
３ 設置期限 

令和８年３月 31 日まで 
 

                                             （施行日 公布の日） 

（オリンピック・パラリンピック課） 
 茨城県ホストタウン等新型コロ

ナウイルス感染症対策基金条例 
 
 東京オリンピック・パラリンピッ

ク競技大会の安全・安心な運営を確

保するため、茨城県ホストタウン等

新型コロナウイルス感染症対策基

金を設置しようとするものである。 
 
 
 

条例の内容 
 
１ 設置目的 
  県内のホストタウン及び事前キャンプ地における新型コロ 
 ナウイルス感染症対策の実施 
 
２ 積立額 
  国から交付を受けたホストタウン等新型コロナウイルス感 
 染症対策交付金の額 
 
３ 設置期限 
  令和４年３月 31 日   

 
（施行日 公布の日） 
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議   案 内    容 

（子ども未来課） 
茨城県健やかこども基金条例の

一部を改正する条例 
 
 基金事業の実施期間の延長に伴

い、所要の改正をしようとするもの

である。           

改正の内容  
  
 基金事業の実施期間の延長 
 平成 33年（令和３年）３月 31 日まで 

 → 令和６年３月 31 日まで（３年間） 
 
（参考）基金の概要 
・設置目的 安心して子育てができる環境の整備及び妊婦に対 
     する健康診査の拡充 
・積 立 額 国から交付を受けた子育て支援対策臨時特例交付 
     金の額等 

 
（施行日 公布の日） 

（立地整備課） 

 県有財産の売却処分について 

 

  事業用地として、笠間市柏井812

番１の一部の土地を売却しようと

するものである。 

 

 

 

売却する財産の内容 

 

(1)不動産の表示 

   ・笠間市柏井812番１の一部 

  ・土地 39,734.00㎡ 

(2)売却予定価格 

    663,557,800円 

(3)売却処分先 

   兵庫県三木市末広３丁目11番31号 

      株式会社藤原産業ホールディングス 

    代表取締役 藤原 慶三  

 

（宅地整備販売課） 

 県有財産の売却処分について 

 

  業務施設の建設用地として、稲

敷郡阿見町よしわら二丁目27番６

ほか２筆の土地を売却しようとす

るものである。 

 

売却する財産の内容 

 

(1)不動産の表示 

   ・稲敷郡阿見町よしわら二丁目27番６ほか２筆 

  ・土地 103,960.23㎡ 

(2)売却予定価格 

    2,599,006,000円 

(3)売却処分先 

    東京都江戸川区中央一丁目３番５号 

ネグロス電工株式会社 

        代表取締役 菅谷 三樹生 
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議   案 内    容 

（宅地整備販売課） 

 県有財産の売却処分について 

 

  戸建住宅の建設用地として、つ

くば市上河原崎字東原７番17ほか 

63筆の土地を売却しようとするも

のである。 

 

 

 

 

売却する財産の内容 

 

(1)不動産の表示 

   ・つくば市上河原崎字東原７番17ほか63筆 

  ・土地 36,871.00㎡ 

(2)売却予定価格 

    650,310,000円 

(3)売却処分先 

     水戸市笠原町600番地62 

   上河原崎・中西地区住宅事業者向け土地分譲事業共同企業 

連合体 

代表 茨城セキスイハイム株式会社 

       代表取締役 寺内 勝 

 

（水産振興課） 

 県が行う建設事業に対する市の

負担額について 

 

 令和２年度において県が行う漁

港事業に対する市の負担額を変更

しようとするものである。 

 

変更の内容 

 

・地方財政法第27条の規定に基づく市の負担額の変更 

                                          （単位：千円） 

 

 

事業名 変更前 変更後 備  考  

 漁港事業 115,850 150,963 日立市外３市 

 

（農地整備課） 
 国及び県が行う土地改良事業に

対する市町村の負担額について 
 

令和２年度において国及び県が

行う土地改良事業に対する市町村

の負担額を変更しようとするもの

である。 
 

 

変更の内容 
 
・地方財政法第 27条、土地改良法第 90条及び第 91 条の規定に

基づく市町村の負担額の変更 
                                         （単位：千円） 

事業名 変更前 変更後 備  考 
国  営      -  33,625 水戸市外７市町村 

県  営   716,543 1,067,887 水戸市外 33 市町村 

計   716,543 1,101,512  
 

（監理課） 

 県が行う建設事業等に対する市

町村の負担額について 

 

 令和２年度において県が行う河

川、港湾及び下水道事業に対する

市町村の負担額を変更しようとす

るものである。 

 

 

 

変更の内容                      

 

・地方財政法第27条及び下水道法第31条の２の規定に基づく市

町村の負担額の変更 

                                          （単位：千円） 

 

 

 

 

 

事業名 変更前 変更後 備  考  

 

 

 

 

河川事業 59,450   81,750 日立市ほか８市 
港湾事業 235,800  188,299 日立市ほか２市村 
下水道事業 813,170  898,101 水戸市ほか 29 市町村 

計 1,108,420 1,168,150  
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議   案 内    容 

（下水道課） 

 霞ケ浦常南、霞ケ浦湖北、霞ケ

浦水郷、那珂久慈、利根左岸さし 

ま、鬼怒小貝及び小貝川東部流域

下水道の維持管理に要する費用に

係る関係市町村の負担額について 

 

 令和２年度において県が行う霞

ケ浦常南、霞ケ浦湖北、霞ケ浦水

郷、那珂久慈、利根左岸さしま、

鬼怒小貝及び小貝川東部流域下水

道の維持管理に要する市町村の負

担額を変更しようとするものであ

る。 

変更の内容 

 

・下水道法第31条の２の規定に基づく市町村の負担額の変更 

                             （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流域下水道名 変更前 変更後 備  考  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

霞ケ浦常南 1,954,375 2,067,452 龍ケ崎市外５市町  

霞ケ浦湖北 1,801,790 1,894,526 土浦市外４市町 

霞ケ浦水郷 291,577 302,445 潮来市外１市 

那珂久慈 

 

1,948,595 2,017,730 水戸市外８市町村、

ひたちなか・東海広域事務組合 

利根左岸さしま 360,503 423,280 古河市外２市町 

鬼怒小貝 379,065 381,541 下妻市外３市町 

小貝川東部 345,475 296,095 下妻市外３市 

計 7,081,380 7,383,069  

 

（厚生総務課） 

 権利の放棄について 

 

 時効の到来した県立医療大学付

属病院の使用料のうち、回収不能

の債権について、権利の放棄をし

ようとするものである。 

議案の概要 

 

(1)放棄する権利 県立医療大学付属病院の使用料に係る債権 

 計３件 

(2)放棄する金額 4,289,910 円 

(3)債  務  者 静岡県三島市谷田(小山)50 番地の１ グラ 

ンドソレーユ 304 

         富山 多美子 外２者 

(4)放棄の理由 

   消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をする見込が

あることから回収不能のため、権利を放棄するもの 

 

（青少年家庭課） 

 権利の放棄について 

 

 時効の到来した母子・父子・寡

婦福祉資金貸付金のうち、回収不

能の債権について、権利の放棄を

しようとするものである。 

議案の概要 

 

(1)放棄する権利 母子・父子・寡婦福祉資金貸付金に係る債権 

計２件 

(2)放棄する金額 2,162,432 円及び違約金 

(3)債  務  者 土浦市都和二丁目１番 14-405 号 県営都和 

         アパート 

          富永 雪子 外１者 

(4)放棄の理由 

   消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をする見込が

あることから回収不能のため、権利を放棄するもの 
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議   案 内    容 

（産業政策課） 

 権利の放棄について 

 

 時効の到来した中小企業設備近

代化資金貸付金のうち、回収不能

の債権について、権利の放棄をし

ようとするものである。 

 

 

 

議案の概要 

 

(1)放棄する権利 中小企業設備近代化資金貸付金等に係る債権 

 計23件 

(2)放棄する金額 63,483,942円及び遅延損害金 

(3)債  務  者 日立市十王町友部1866番地 

十王炭鉱株式会社 外22者 

(4)放棄の理由 

   消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をする見込が

あることから回収不能のため、権利を放棄するもの 

 

（農業経営課） 

 権利の放棄について 

 

 時効の到来した農業改良資金貸

付金違約金のうち、回収不能の債

権について、権利の放棄をしよう

とするものである。 

 

 

 

議案の概要 

 

(1)放棄する権利 農業改良資金貸付金違約金に係る債権 

 計１件 

(2)放棄する金額 9,743,504円 

(3)債  務  者 鹿嶋市大字角折2264番地7 

  中村 昭男 

(4)放棄の理由 

   消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をする見込が

あることから回収不能のため、権利を放棄するもの 

 

（林政課） 

 権利の放棄について 

 

 時効の到来した林業・木材産業

改善資金貸付金のうち、回収不能

の債権について、権利の放棄をし

ようとするものである。 

 

 

 

議案の概要 

 

(1)放棄する権利 林業・木材産業改善資金貸付金等に係る債権

計３件 

(2)放棄する金額 4,798,498円及び違約金 

(3)債  務  者 水戸市下入野町1961番地の4 

有限会社 茨城きのこ産業  外２者 

(4)放棄の理由 

   消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をする見込が

あることから回収不能のため、権利を放棄するもの 

 

（住宅課） 

 権利の放棄について 

 

 時効の到来した県営住宅の使用

料等のうち、回収不能の債権につ

いて、権利の放棄をしようとする

ものである。 

 

議案の概要 

 

(1)放棄する権利 県営住宅の使用料等に係る債権 計26件 

(2)放棄する金額 24,707,858円 

(3)債  務  者 ひたちなか市稲田981番地1 

稲田アパート5-302 

          金沢 俊弥 外19者 

(4)放棄の理由  

消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をする見込が

あることから回収不能のため、権利を放棄するもの 
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議   案 内    容 

（経営管理課） 

 権利の放棄について 

 

 時効の到来した県立中央病院の

診療料等のうち、回収不能の債権

について、権利の放棄をしようと

するものである。 

 

 

 

議案の概要 

 

(1)放棄する権利 県立中央病院の診療料等に係る債権 計７件 

(2)放棄する金額 8,144,217円 

(3)債  務  者 水戸市内原町1463番地25 

                  佐川 利秋  外６者 

(4)放棄の理由 

   消滅時効が完成し、かつ、債務者がその援用をする見込が 

あることから回収不能のため、権利を放棄するもの 
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Ⅴ 報告事項 
 

１．地方自治法第１７９条第１項の規定に基づくもの 

事 項（専決処分年月日） 内    容 

（道路維持課） 

 損害賠償の額の決定について 

（令和３年１月 26日専決処分） 

 

 国道上で発生した自動車破損事

故について、損害賠償の額を定め

ようとするものである。 

 

損害賠償の概要 

 

(1)事故発生日時 令和２年 10月 10 日（土）午後７時頃 

(2)事故発生場所 古河市下辺見 1955 番地地先  

（国道 354 号） 

(3)事故概要 

   普通乗用自動車が国道を走行中、道路上の穴に落輪し、同

車両を破損した事故 

(4)損害賠償額 607,838 円 

  （全額、東京海上日動火災保険株式会社からの支払） 

 

（道路維持課） 

 損害賠償の額の決定について 

（令和３年１月 29日専決処分） 

 

 県道上等で発生した自動車破損

等事故について、損害賠償の額を

定めようとするものである。 

 

損害賠償の概要 

 

(1)事故発生日時 令和２年１月 23日（木）午前 8時 30分頃 

(2)事故発生場所 猿島郡境町大字山崎 584 番地１敷地内及び同 

地先（県道若境線） 

(3)事故概要 

 普通貨物自動車が県道を走行中、道路側溝のグレーチング

蓋を跳ね上げ、同車両を破損するとともに、飛散した軽油が

道路沿いの敷地に駐車していた普通乗用自動車を汚損した事

故 

(4)損害賠償額 500,009 円 

  （全額、東京海上日動火災保険株式会社からの支払） 

 

（義務教育課） 

 損害賠償の額の決定について 

（令和３年２月８専決処分） 

 

 市町村立中学校事務職員の懲戒

免職処分の取消しに伴う未払給与

の支払の遅延について、損害賠償の

額を定めようとするものである。 

損害賠償の概要 
 

(1)相手方 市町村立中学校事務職員 

(2)事件の概要 

懲戒免職処分取消しに伴い支払われた未払給与の支払に当

たり、遅延の損害を与えた。 

(3)懲戒免職処分取消期間 

    平成 30年７月 26 日～令和２年６月 25日 

(4)損害賠償額 625,576円 
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